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P2-006
地域で生活する保護者の養育レジリエンス
と子育てとの関係
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【目的】子育ての適応やメンタルヘルスには養育レジリエンス
が関与している。養育レジリエンスを向上させる支援が親の
メンタルヘルスや子育ての適応を向上させる。しかし、養育
レジリエンスと子育ての適応は明らかになっていない。そこ
で、養育レジリエンスの違いが子育ての適応、家庭への適応、
子育て経験に与える影響を検討した。

【方法】子育て講演会の参加を希望する保護者へ 327 名中、
口頭と文書で研究主旨を説明し、文書にて同意を取ることが
できた 232 名を研究対象とした。親へ養育レジリエンス質問
紙（以下、PRQ）、子育て経験尺度（以下、PES）、子育てと家
庭への適応尺度（以下、PAFAS）を用いた。質問紙は子育て
講演会前に記入してもらい回収した。PRQ はリッカート尺度
7 件法（1-7）である。参加者の回答により、「5」のどちらか
いうあてはまると回答した合計の平均 5.0 以上を上位群、5.0
未満を下位群とした。分析は対応のない平均値の差の検定（t
検定）を行った。有意水準は p ＜ .05 とした。本研究は久留
米大学研究倫理審査委員会（23-268）、福岡県立大学倫理部
会（H30-28）により承認を受け実施した。本研究において利
益相反はない。

【結果】PRQ 尺度において、養育レジリエンス上位群は下位
群と比較して、総計および 3 つの各下位尺度が有意に高かっ
た（p ＜ .01）。PES 尺度において、上位群は下位群と比較し
て全ての項目が有意に高かった（p ＜ .05）。PAFAS におい
て、子育ての一貫性には有意な差が認められなかったものの

（p=.158）、他の項目は上位群が下位群と比較して有意に低く
かった（p ＜ .05）。

【結論】本研究結果は稲垣ら（2015）の養育レジリエンス概
念モデルを支持する結果となった。養育レジリエンスは子育
てばかりでなく親子関係やパートナーおよび家族関係にも良
い影響を与えることが示され、メンタルヘルスにもよい影響
を与えていた。その一方、養育レジリエンスの違いは子育て
の一貫性に直接影響を与えていなかった。子育ての一貫性と
は子どもの情緒や行動の課題に一貫した保護者の対応を示す
ことである。養育レジリエンスは様々な子どもの情緒や行動
の課題に良好に適応するための要素と考えられている。つま
り、子どもの情緒や行動の課題に一貫した対応法を知り、良
好に適応するために養育レジリエンスは機能すると考えられ
る。
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乳児期の子どもを持つ父親の精神的健康と
関連する要因
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【はじめに】母親を対象としたメンタルヘルスへの支援に比べ、
父親を対象とした支援は脆弱である。父親の精神的健康に焦
点をあてた育児支援についての検討は重要と考える。

【目的】乳幼児期の子どもを持つ父親の精神的健康と家族構成
等の属性を検討し、関連する要因を明らかにすることを目的
とする。

【方法】A 市の新生児訪問および乳児家庭全戸訪問事業の対象
となった児の父親 700 名を対象に、無記名自記式質問紙調査
を配布し郵送にて回収した。調査内容は属性に関する項目と
精神的健康に関する項目とした。精神的健康は小塩らの精神
的回復力尺度 21 項目（3 因子、得点範囲 21-105）を用いた。
研究の実施にあたり、所属大学の倫理委員会の承認を得ると
ともに、研究の目的について対象者に書面にて同意を得た。

【結果】回収された 335 通（回収率 47.9%）のうち、記載漏
れのない 333 通を分析対象とした。対象者の平均年齢は 34.1
± 6.3 歳であった。核家族 315 名（94.3%）、子どもの数は 1
人が 174 名（52.3%）、2 人が 109 名（32.7%）、育児休業の
取得あり 36 名（10.8%）であった。精神的回復力尺度の合計
得点と属性に関する項目とのｔ検定を行った。精神的回復力
尺度の合計得点は、「子育てについて理解のある職場環境であ
る群」（n=260）が 78.1 ± 11.6（p ＜ 0.05）、「職場の上司や
同僚に子どもの話ができる群」（n=306）が 77.8 ± 11.8（p
＜ 0.01）、「パートナーの話をよく聞く群」（n=240）が 78.9
± 11.5（p ＜ 0.001） 、「 独 居 経 験 が あ る 群 」（n=245） が
78.1 ± 12.1（p ＜ 0.05）であり、精神的健康が高い結果となっ
た。一方、家族構成や育児教育参加の有無、育児休業の取得
の有無などには有意差はみられなかった。

【考察】子育てについて理解がある職場であることや、職場の
上司や同僚に子どもの話が出来ることと、父親の精神的健康
との関連が示された。精神的回復力は個人的要因の他にもソー
シャルサポートなどの環境的要因も関連することが明らかと
なっており、育児期においては母親のみならず父親において
もメンタルヘルスへの支援は重要であるが、職場における子
育ての理解など職場環境が鍵となることが確認できた。

【参考文献】小塩真司・中谷素之・金子一史・長峰伸治（2002）．
ネガティブな出来事からの立ち直りを導く心理的特性－精神
的回復力尺度の作成－　カウンセリング研究，35，57-65．
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